
2015 年 5 月 12 日 
厚生労働省東京労働局 

 
 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づく 
「若年者地域連携事業」 

に係る落札者の決定及び契約の締結について 
 
競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下、「法」

という。）に基づく民間競争入札を行った「若年者地域連携事業」については、下記のとお

り落札者を決定し、契約を締結しました。 
 

記 
 

１．落札者及び契約相手方の住所、名称及び代表者の氏名 
東京都千代田区飯田橋３－１０－３ 
公益財団法人東京しごと財団 
 理事長 中山 正雄        

 
２．落札金額及び契約金額：88,781,682 円(消費税を除く)、95,884,216 円（消費税込み） 
   ※業務委託期間（平成 27 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日の 3 年間）の額 

 
３．落札者の総合評価点：0.00000272 点（技術点を入札価格で除した値） 

 
４．落札者決定の経緯及び理由 

「若年者地域連携事業入札実施要項」に基づき、入札参加者（1 者）から提出された

提案書について、技術審査委員会により審査した結果、評価基準を満たしていたため、

技術点を評価した。入札価格については、平成 27 年 2 月 25 日に開札したところ、予

定価格の範囲内の価格が提示された。総合評価を行った結果、上記の者を落札者とし

た。 
 

５．民間事業者における管理・運営業務の実施体制及び実施方法の概要 
民間事業者は、都道府県の主体的な取組として設置される若年者に対する幅広い就

職関連サービスをワンストップで提供するサービスセンター（通称「ジョブカフェ」。

以下「センター」という。）において、若年失業者やフリーター等の若者を広く対象に、

若年労働者の早期離職を防止するとともに、安定した雇用に結びつけるため、地域の

実情に応じた就職支援メニューを『若年者地域連携事業に係る仕様書』（以下「仕様書」

という。）に基づき実施する。 



 
６．管理・運営業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき質に関する事項 

(1)事業の概要 

地域関係者との連携の下、若年失業者やフリーター等の若者（４０代前半までの

不安定就労者を含む。）を広く対象に、若年労働者の早期離職を防止するとともに、

安定した雇用に結びつけることを目的とし、地域の実情を踏まえ、以下の(4)に掲げ

る事業（職業紹介事業に該当する事業を除く。）を実施するため、民間事業者に対し、

若年者地域連携事業を委託するものである。 

 

(2)支援対象者 

学生・生徒を含むおおむね３５歳未満の若年者（なお、３５歳～４０代前半の不安

定就労者であって、(4)における若年者向けの各種事業が当該者の就職を実現する上で

効果的であると見込まれる場合については、支援対象者に含むものとする。） 

 

(3)実施箇所 

センターにおいて実施することを基本とする。 

 

(4)事業の内容等 

事業の内容については、次に掲げるそれぞれの事業のうち、民間事業者が提案す

る事業内容である。 

 

①事業内容 

(ｱ) 若年者の採用拡大のための広報及び啓発等 

  事業主に対して、就業経験の少ない者やフリーター等の若年者に対する採用意

欲の喚起を図るため、若年者の採用を促す幅広い広報及び啓発を実施する。 

  また、事業主及び若年者に対して「若者応援企業宣言」事業の周知・広報を実

施する。 

(ｲ) 若年者に対する企業説明会の実施 

  地域の事業所に関する若年者の理解を深めるため、職業選択のミスマッチを防

ぐとともに、若年者の継続的就労の促進を図るため、事業主が当該事業所の事業

の概要、業務の内容、求人の内容等を若年者に説明する企業説明会を開催する。 

(ｳ) 若年者に対する中小企業職場見学会の実施 

  地域の中小企業の強みや魅力等を再発見し、若年者の中小企業に対する理解を

深め、職業意欲を醸成するため、学生・生徒やフリーター等の採用意欲の高い中

小企業との交流の場として、職場見学会を実施する。 

(ｴ) 若年者に対する職場実習機会の確保 



  地域の事業所に関する若年者の理解を深めるとともに、自ら適性や能力につい

て見極めるため、業務遂行に必要な実務能力の向上を図るため、若年者が実際に

事業所において、業務を体験する機会を提供する。 

(ｵ) 若年者による集団的就職活動の支援 

  就職活動方式等を習得するため、センターの利用者の参加を募り、講習会や企

業との交流会、相互の意見交換や情報の交換、ロールプレイングなどのグループ

ワーク等により、主体的な就職活動を実践する。 

(ｶ) ネットカウンセリングの実施 

  センターが開設するホームページを活用し、センターへの日常的な来所が困難

な若年者等に対するカウンセリングや就職関連情報の配信等を実施する。 

(ｷ) フリーターに対する就職支援 

  不安定な就労を繰り返すフリーター等を対象とし、正規雇用化に向けた就職支

援を促進するため、セミナーやカウンセリング、職場見学会等の就職支援を実施

する。 

（ｸ）年長フリーター等に対する就職支援 

  就職氷河期に正社員になれなかった３５歳～４０代前半の不安定就労者（「年

長フリーター等」という。）の正規雇用を促進するため、年長フリーター等に特化

したセミナーや、カウンセリング等の就職支援を実施する。 

(ｹ) 内定者に対する講習会の実施 

  職業生活に円滑に移行できるよう入職に向けた心構え、不安の解消を図るとと

もに、採用時の事業主の負担を軽減するため、採用が内定した若年者に対する講

習会等を実施する。 

(ｺ) 若年労働者の職場定着促進に関する支援 

  若年労働者の職場定着の促進を目的とし、若年労働者が職場でのコミュニケー

ション能力の向上や、職場における人間関係を円滑に図るため、継続就業の動機

付けに資する講習や相互交流会等を実施する。 

(ｻ) ジョブカフェ相互の連携強化に対する支援 

  若者の就職支援の資質の向上を図るため、同一の経済圏内において、産業構造

が異なる各地域が、それぞれの特性を活かしつつ、ブロック単位でのカウンセラ

ーや担当者による交流会等を開催し、若者の実態、課題についての意見交換を実

施する。 

(ｼ) 高校中退者に対する就職支援 

  高校中退者については高卒者よりも不安や悩みを抱えている者が多いため退

学後の進路が不明になりやすく、また就職支援をより手厚く行う必要があること

から、高校中退者を対象とした職場見学会等を実施する。 

(ｽ) サービス向上等のための取組の実施 

  利用者への効率的な就職支援及びサービス向上のために、利用者へのアンケー

トや意見を聴取するための意見交換会を実施する。 



(ｾ) その他関連事業 

(ｱ)から(ｽ)までに掲げるもののほか、若年者の安定した就職の実現に資する事

業を実施する。 

また、事業を周知するためパンフレット、リーフレット等の作成及び配布、ホ

ームページの活用等により効果的に広報を実施する。 

 

② コーディネーター等の配置 

①の事業の実施に係る責任者として、次の(ｱ)から(ｵ)までに掲げる職務を行うコ

ーディネーターを配置する。 

(ｱ) 事業の企画及び実施に関する事務 

(ｲ) 事業の実施状況の実地確認 

(ｳ) 事業の実施結果の取りまとめ 

(ｴ) 関係行政機関、関係団体等との連絡調整 

(ｵ) その他事業の実施に必要な事務 

また、事業の実施に当たり、コーディネーターとともに必要な事務を行う事務員

を配置することができる。 

 
(5)事業の実施に当たり確保されるべき質 

本事業実施に関して確保されるべき公共サービスの質を確保するため、アンケー

ト調査を実施し、「有用であった」旨の回答数が 80％以上とすること。ただし、本

要求水準は、最低限の水準であるため、当該水準を上回る水準を確保できる場合

には、そのような実施を制限するものではない。 
 

７．本事業の実施期間 
平成 27 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日 

 
８．受託者が当省に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その

他適正かつ確実な実施のために受託者が講ずべき事項 

(1) 報告等について 

受託者は、労働局に対し仕様書第２の５(1)(2)に記載する報告を行う。 

 

(2) 労働局による調査への協力 

労働局は、受託者による事業の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認めると

きは、法第 26 条第 1項に基づき、受託者に対し、必要な報告を求め、又は受託者の事務

所（又は事業実施場所）に立ち入り、運営業務の実施状況若しくは帳簿書類等その他の

物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 

   なお、立入検査を行う労働局の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第 26

条第 1 項に基づくものであることを受託者に明示するとともに、その身分を示す証明書



を携帯し、関係者に提示するものとする。 

 

(3) 法に基づく指示 

労働局は、受託者による事業の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認めると

きは、法第 27条第１項に基づき受託者に対し、必要な措置を講ずべきことを指示するこ

とができるものとする。 

 

(4) 秘密の保持 

受託者は、本事業に関して労働局が開示した情報等（公知の事実等を除く。）及び事

業遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのため

の必要な措置を講ずること。受託者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはな

らない。当該秘密を漏らし、又は盗用した者には、法第 54条により罰則の適用がある。 

 

(5) 個人情報の取扱い 

受託者は、個人情報を収集及び保管し、又は使用するに当たっては、本事業の実施に

必要な範囲内でこれらの個人情報を収集及び保管し、又は使用しなければならない。 

受託者は、個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。 

 

(6) 契約に基づき受託者が講ずべき措置 

① 事業の開始及び中止 

(ア)受託者は、締結された本契約に定められた事業開始日に、確実に本事業を開始しな

ければならない。 

(イ)受託者は、やむを得ない事由により、本事業を中止しようとするときは、あらかじ

め労働局の承認を受けなければならない。受託者は、本事業を中止する場合には、

労働局の求めに応じ、次項「②（イ）」の「終了時の引継方法」に準じた引継ぎを

行わなければならない。 

② 事業の実施体制及び引継ぎ 

(ア) 事業の実施体制 

受託者は、本事業を適切に実施するため、事業開始に当たり必要な実施体制を確

保すること。 

(イ) 事業開始前及び終了時の引継方法 

 受託者は、本事業の契約期間が開始する前に、本事業を行っている者から、労働

局の指示に従い、事前に十分な引継ぎを受けること。当該引継ぎに要する費用は、

受託者の負担とし、事業実施に必要な知見等の移転が終了するまで行うものとする。

なお、契約期間開始前に事業を行っていた者が引き続きその事業を行うこととなる

場合には、この限りでない。 

 また、本事業の契約期間が終了する際、本事業を引き継ぐ者に対し、労働局の指

示に従い、事前に十分な引継ぎを行うこと。当該引継ぎに要する費用は引継ぎを受



ける事業者の負担とし、本事業を引き継ぐ者が決定次第速やかに引継ぎを開始して、

業務に必要な知見等の移転が完了するまで行うものとする。なお、契約期間終了後

に引き続きその者が事業を行うこととなる場合には、この限りでない。 

③ 公正な取扱い 

(ア)受託者は、本事業の実施に当たって、利用者に均質かつ適切なサービスを提供し、

正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。 

(イ)受託者は、本事業における利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業における

利用の有無等により区別してはならない。 

④ 金品等の授受の禁止 

(ア)受託者は、本事業において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはならな

い。 

⑤ 宣伝行為の禁止 

(ア)受託者及び本事業に従事する者は、本事業の実施に当たって、自らが行う事業の宣

伝を行ってはならない。 

(イ)受託者及び本事業を実施する者は、本事業の実施の事実をもって、第三者に対し誤

解を与えるような行為をしてはならない。 

⑥ 法令の遵守 

(ア)受託者は、本事業を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなければな

らない。 

⑦ 安全衛生 

(ア)受託者は、本事業に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任

者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

⑧ 記録・帳簿書類等 

(ア)受託者は、実施年度毎に本事業に関して作成した記録や帳簿書類を、事業を終了し、

又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して 5 年間保管しなければならな

い。 

⑨ 権利の譲渡 

(ア)受託者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡

してはならない。 

⑩ 権利義務の帰属等 

(ア)本事業の結果に関する著作権等の権利は、労働局に帰属するものとする。 

(イ)本事業の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、受託者

は、その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

(ウ)受託者は、本事業の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ労働局の承

認を受けなければならない。 

⑪ 取得した個人情報の利用の禁止 



(ア)受託者は、本事業によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は労働局以外の者

との契約（委託事業を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基づき

実施する事業に用いてはならない。 

⑫ 再委託の取扱い 

(ア)受託者は、本事業の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

(イ)受託者は、本事業の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則と

してあらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称・再

委託先に委託する事業の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の

事業履行能力並びに報告徴収その他の業務管理方法）について記載しなければなら

ない。また、再委託の割合は 50％を超えてはならない。 

(ウ)受託者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託先

に関する事項を明らかにした上で、労働局の承認を受けなければならない。 

(エ)受託者は、上記（イ）及び（ウ）により再委託を行う場合には、再委託先から必要

な報告を徴収することとする。 

(オ)再委託先は、上記の（4）秘密の保持、（6）契約に基づき受託者が講ずべき措置の

②から⑪までに掲げる事項については、受託者と同様の義務を負うものとする。 

⑬ 契約内容の変更 

(ア)受託者及び労働局は、本事業の更なる質の向上の推進又はその他やむを得ない事由

により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提示し、

それぞれの相手方の承認を受けるとともに、法第 21 条の規定に従った適切な手続

を履践しなければならない。 

⑭ 契約解除 

労働局は、受託者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

(ア)偽りその他不正行為により落札者となったとき。 

(イ)法第14条第2項第3号若しくは第15条において準用する第10条（第11号を除く。）

の規定により民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくなった

とき。 

(ウ)法第 20 条第 1項の規定による契約に従って本事業を実施できなかったとき、又は

これを実施することができないことが明らかになったとき。 

(エ)（ウ）に掲げる場合のほか、法第 20 条第 1項の契約において定められた事項につ

いて重大な違反があったとき。 

(オ)法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して回答せず、若しくは虚偽の回答をした

とき。 

(カ)法令又は契約に基づく指示に違反したとき。 

(キ)受託者又はその他の本事業に従事する者が、法令又は契約に違反して、本事業の実

施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき。 



(ク)受託者又はその他の本事業に従事する者が、法令又は契約に違反して、本事業の実

施に関して知り得た情報を目的外に利用したとき。 

(ケ)暴力団員の事業を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき。 

(コ)暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難させるべき関係を有していることが明ら

かになったとき。 

⑮ 契約解除時の取扱い 

(ア)上記⑭の各号に該当し、契約を解除した場合には、労働局は受託者に対し、当該解

除の日までに本事業を契約に基づき実施した期間に係る委託費を支払うものとす

る。 

(イ)この場合、受託者は、契約金額の 108 分の 100 に相当する金額の 100 分の 10 に相

当する金額を違約金として労働局の指定する期間内に納付しなければならない。 

(ウ)労働局は、受託者が上記（イ）の規定による金額を国の指定する期日までに支払わ

ないときは、その支払期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応じて、

年 100 分の 5の割合で計算した金額を延滞金として納付させることができる。 

(エ)労働局は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることが

できる。なお、労働局から受託者に損害賠償を請求する場合において、原因を同じ

くする支払済の違約金がある場合には、当該違約金は原因を同じくする損害賠償に

ついて、支払済額とみなす。 

⑯ 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、受託者と労働局が協議す

るものとする。 

 

９．受託者が本事業を実施するに当たり第三者又は国に損害を加えた場合において、その

損害の賠償に関し契約により当該受託者が負うべき責任に関する事項 

(1) 本事業を実施するに当たり、受託者が故意又は過失により第三者に損害を加えた場合

における当該損害に対する賠償等については、次に定めるところによるものとする。 

① 労働局が国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第 1 条第 1 項に基づき当該第三者

に対する賠償を行ったときは、労働局は受託者に対し、当該第三者に支払った損害

賠償額（当該損害の発生について労働局の責めに帰すべき理由が存する場合は、労

働局が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償するこ

とができる。 

② 受託者が民法（明治 29 年法律第 89号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠

償を行った場合であって、当該損害の発生について労働局の責めに帰すべき理由が

存するときは、当該受託者は労働局に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のう

ち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

(2) 本事業を実施するに当たり、受託者が、故意又は過失により、労働局に損害を与えた

場合には、受託者は当該損害に対する賠償の責めに任ずるものとする（ただし、当該



損害の発生につき、労働局の責めに帰すべき理由が存するときは、当該労働局の過失

割合に応じた部分を除く。）。 

(3) 受託者が業務を遂行するに当たって、利用者等に与えた身体の傷害、財物の損壊等に

つき、受託者が負担する法律上の損害賠償責任を填補するために、委託費からの支出

により民間の損害賠償保険に加入すること。 

 

10．お問い合わせ先 

  [契約に関すること] 

  東京労働局総務部会計課用度係 

  電話：０３（３５１２）１６０７ 

[事業運営に関すること] 

東京労働局職業安定部職業安定課若年雇用係 

  電話：０３（３５１２）１６５７ 

 


